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令和７年１１月１９日  

総 合 企 画 部 統 計 課  

０４３－２２３－２２３５  

令和2年千葉県産業連関表について 

  令和２年千葉県産業連関表がまとまりましたので、その概要を公表します。 

産業連関表は、一定地域内の１年間に行われた財・サービスの産業間取引を１つの  

表にまとめた統計表で、経済構造の分析や、各種イベントや施設建設等に伴う経済波及

効果の算出・分析等に活用されています。 

原則として５年ごとに作成しており、昭和５５年表から今回で９回目の作成となり 

ます。 

 

〇令和２年千葉県産業連関表からわかる千葉県の特徴 

  １ 生産額 

 令和２年の１年間に、県内で生産された財・サービスの総額である県内生産額は

43兆4,607億円（平成27年比0.6％増）で、全国に占める割合は4.24％です。 

区分  千葉県 全国 県の割合 

平成27年 43兆1,820億円 1,017兆8,184億円 4.24％ 

令和2年 43兆4,607億円 1,026兆1,540億円 4.24％ 

増加率 0.6% 0.8% - 

 

２ 産業別構成比と伸び 

 県内生産額の産業別構成比をみると、「製造業」が31.631.4％（13兆 7,23213兆

6,612 億円）で最も大きく、次いで「サービス」21.721.9％（9 兆 4,3999 兆 5,019

億円）、「不動産」9.1％（3兆9,541億円）と続いています。 

 構成比が前回表と比べて上昇した産業は「情報通信」（1.21.3 ポイント）、「不動

産」（0.9ポイント）、「建設」（0.8ポイント）で、構成比が低下した産業は「製造業」

（△2.2△2.4ポイント）、「運輸・郵便」（△0.8△0.9ポイント）、「電気・ガス・水

道」(△0.2ポイント）、「商業」（△0.2ポイント）などです。 
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       産業別県内生産額、構成比、増減額及び伸び率（13部門分類） 
       （単位：億円、％） 

 

  

県内生産額 構成比 

増減額 伸び率  平成27年 

（2015年） 

令和2年 

（2020年） 

平成27年 

（2015年） 

令和2年 

（2020年） 

 産   業   計 431,820 434,607 100.0 100.0 2,787 0.6 

第1次 

産業 
農林漁業 4,900 4,320 1.1 1.0 -579 -11.8 

第2次 

産業 

鉱業 353 300 0.1 0.1 -53 -15.1 

製造業 145,768 137,232 136,612 33.8 31.6 31.4 -8,536 -9,156 -5.9 -6.3 

建設 24,322 27,633 5.6 6.4 3,310 13.6 

 

 

 

第3次 

産業 

電気・ガス・水道 28,167 27,521 6.5 6.3 -646 -2.3 

商業 30,042 29,454 7.0 6.8 -588 -2.0 

金融・保険 10,975 11,624 2.5 2.7 649 5.9 

不動産 35,566 39,541 8.2 9.1 3,975 11.2 

運輸・郵便 29,520 26,183 25,705 6.8 6.0 5.9 -3,338 -3,815 -11.3 -12.9 

情報通信 11,749 16,915 17,392 2.7 3.9 4.0 5,165  5,643 44.0  48.0 

公務 14,093 16,249 3.3 3.7 2,157 15.3 

サービス 94,408 94,399 95,019 21.9 21.7 21.9 -9 611 0.0  0.6 

分類不明 1,956 3,235 0.5 0.7 1,279 65.4 

 第1次産業 4,900 4,320 1.1 1.0 -579 -11.8 

第2次産業 170,443 165,165 164,545 39.5 38.0 37.9 -5,279 -5,899 -3.1 -3.5 

第3次産業 256,477 265,122 265,742 59.4 61.0 61.1 8,646  9,265 3.4  3.6 

 (参考）全国 産業計 10,178,184 10,261,540 - - 83,356 0.8 

 (注）1   億円単位で四捨五入しているため、内訳は必ずしも合計と一致しない。 

  2  令和2年表は平成27年表から分類の再編を行っていることから、比較のため、平成27年表の生産額を令和2年表の部門分類

で組替えを行っている。 

３ 産業構造と伸び 

 全国平均を「１」とした場合の本県の産業別構成比を比較した比率（特化係数）

を、統合大分類（37部門）でみると、「石油・石炭製品」（4.52）、「はん用機械」

（2.92）、「電気・ガス・熱供給」（2.54）、「鉄鋼」（2.48）が高いことが特徴です。 

 一方、輸送機械（0.03）、繊維製品（0.17）、情報通信機器（0.29）、電気機械

（0.23）などは低くなっています。 
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４ 生産波及の大きさ 

 ある部門に対して新たな最終需要が１単位増加した場合に、当該部門の生産に必要

とされる原材料や部品の需要増を通して、各部門の生産がどれだけ発生するか、   

つまり直接・間接の生産波及の大きさを示す係数（逆行列係数）の全産業平均は1.3021

倍となりました。 

 

  

千葉県の生産波及（経済波及）の大きさ（統合大分類） 

型 

平成27年（2015年） 令和2年(2020年) 

全産業平均 1.3286 全産業平均 1.3021 

 鉄鋼 2.1715  鉄鋼 1.7991 

 金属製品 1.6727  金属製品 1.5272 

 化学製品 1.4331  輸送機械 1.4472 

 水道 1.4255  情報通信 1.4018 

（倍）
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〈用語の解説〉 

産業･････････････  産業連関表でいう産業とは、商品（財・サービス）の品目ごとの   

生産活動を意味している。 

産業連関表は「生産活動単位（アクティビティ・ベース）」による  

分類方法を原則としており、同一事業所内で二つ以上の活動が行われ

ている場合には、それぞれの生産活動ごとに分類される、いわゆる  

商品分類に近い概念となっている。 

 

県内生産額････････ 一定期間（通常１年間）に地域内生産活動によって生み出された財・

サービスの総額。県民経済計算の「産出額」とほぼ同じ概念。 

 （タテ方向）県内生産額＝中間投入額＋粗付加価値額 

 （ヨコ方向）県内生産額＝中間需要額＋最終需要額－移輸入額 

 

中間投入･･････････ 各産業部門の生産過程で原材料、燃料等として投入される費用。（内

生部門をタテ（列）方向に見たもの） 

なお、生産設備等の取得費用は県内総固定資本形成となり、中間 

投入には含まれない。 

 

粗付加価値････････ 生産活動によって新たに付加された価値をいい、家計外消費支出を

除けば県民経済計算の「県内総生産」にほぼ対応する。 

粗付加価値は、家計外消費支出、雇用者所得、営業余剰、資本減耗

引当、間接税及び（控除）経常補助金から構成される。 

 

中間需要･･････････ 他の産業の生産活動で必要とされる原材料や燃料として販売された

財・サービス。（内生部門をヨコ（行）方向に見たもの） 

 

最終需要･･････････ 県内最終需要（家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、

県内総固定資本形成及び在庫純増）と移輸出の合計。最終需要から  

家計外消費支出と移輸入を控除したものは、県民経済計算の「県内総

生産（支出側）」にほぼ対応する。 

 

移輸出･･･････････ 県外（海外を含む）に対する財・サービスの販売。 

          本県内における県外居住者の消費についても本項目に含む。 

 

移輸入･･･････････ 県外（海外を含む）からの財・サービスの購入。 

          県内居住者の県外における消費についても本項目に含む。 

 

特化係数･････････ 産業ごとの構成比を全国の構成比で除した値。（県の構成比÷国の 

構成比） 特化係数が１を超えればその産業のウェイトが全国水準を 

上回っている。 

 

生産波及･････････  ある部門に対して１単位の最終需要が発生したとき、各部門の生産

額が合計で最終的にとれだけ増加するかの大きさを示すもの。 
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＜参 考＞            産業連関表の概要 

 〇 産業連関表とは 

産業連関表は、生産と消費の活動に伴う財・サービスの流れを、経済を構成する多数の部門

間の相互関連として把握するものであり、一定期間（通常 1 年間）に行われた財・サービスの産

業部門間の取引を一つの行列（マトリックス）に示した統計表です。 

産業連関表を部門ごとにタテ方

向（列部門）の計数を読むと、その

部門の財・サービスの県内生産額

とその生産に用いられた投入費用

構成の情報が得られます。 

また、部門ごとにヨコ方向（行部

門）の計数を読むと、その部門の

財・サービスの県内生産額及び移

輸入額がどの部門でどれだけ需

要されたかの産出（販売）先構成

の情報が得られます。 

 

 

〇 生産者価格評価表（３部門表） 

下の表は、令和 2 年千葉県産業連関表（生産者価格評価表）を 3 部門に簡略化したものです。 

(単位 : 億円) 

  
第１次 

産 業 

第２次 

産 業 

第３次 

産 業 

内 生 

部門計 
消費 投資 移輸出 

最終 

需要計 

需要 

合計 

（控除） 

移輸入 

県内 

生産額 

第１次 

産 業 466 2,208 272 2,945 

2,018 

7,838 211 

4,166 

2,761 

6,395 

10,810 

9,340 

13,755 

-5,020 

-9,434 4,320 

第２次 

産 業 887 83,561 30,083 114,531 

30,594 

50,092 

45,934 

43,571 

96,284 

92,551 

172,812 

186,215 

287,343 

300,746 

-122,178 

-135,581 165,165 

第３次 

産 業 992 16,109 70,461 87,563 

172,945 

147,627 

22,121 

24,484 

69,846 

74,983 

264,912 

247,094 

352,475 

334,657 

-87,352 

-69,535 265,122 

内 生 

部門計 2,346 101,877 100,816 205,039 205,557 68,266 170,296 444,119 649,158 -214,550 434,607 

粗付加

価 値 

部門計 1,975 63,287 164,307 229,568 ※単位未満を四捨五入しているため、内訳は必ずしも合計と一致しません。 

県 内 

生産額 4,320 165,165 265,122 434,607 

〇 産業連関表の利活用  

千葉県の経済活動の実態を産業ごとに把握できるほか、県内の経済波及効果が計算できます。 

https://www.pref.chiba.lg.jp/toukei/toukeidata/sangyou/index.html  
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・各部門とも、行生産額(A+B-C)と列

生産額(D+E)は一致。

・最終需要計（B)から移輸入（C)を控

除した額(B-C) の合計と粗付加価値

計(E)の合計は一致。

・C は産業連関表上はマイナス表記

だがここでは絶対値で扱っている。


